
代表取締役副社長の藤原です。

本日はお忙しいところ、決算説明会にご参加いただきまして、
誠にありがとうございます。

今回もオンライン形式で実施させていただきます。



こちらが、本日のアジェンダとなります。

さっそくですが第３四半期実績についてご説明します。

３ページをご覧ください。



（説明省略）



こちらは、第３四半期実績の概要となります。

ご覧のとおり、上期に引き続き好調な決算となりました。

受注高は、国内における順調な案件獲得に加え、海外事業の規模拡
大及び為替影響により増加となりました。

売上高については、全てのセグメントにおける規模拡大に加え、為
替影響により増収となりました。

営業利益は、増収、及び海外における事業構造改革の効果等により
増益となりました。

それでは、各項目につきまして、増減の内容をセグメント毎にご説
明します。

４ページをご覧ください。



まず、受注高の状況です。

公共・社会基盤は、中央府省向け更改案件及び新規案件の獲得等に
より大幅な増加となりました。

金融は、前期に獲得した銀行向け大型案件の反動減により大幅な減
少となっておりますが、こちらは通期業績予想に織り込み済みであ
り、想定通りです。

法人・ソリューションは、製造業向け案件等の獲得により増加とな
りました。

北米は、金融及び法人向け大型案件獲得や、為替影響等により大幅
な増加となりました。

EMEA・中南米は、スペインを中心とした欧州での案件獲得及び為
替影響等により大幅な増加となりました。

５ページをご覧ください。



次に、売上高の状況です。

公共・社会基盤は、中央府省及びテレコム向けサービスの規模拡
大等により増収となりました。

金融は、銀行向けサービスの規模拡大等により増収となりました。

法人・ソリューションは、製造業、流通業及びサービス業向け
サービスの規模拡大等により、増収となりました。

北米は、期初に計画していたとおり、一部事業の売却を実施した
ことによる減収はあるものの、ヘルスケア向けサービス等の規模
拡大に加え、M&A及び為替影響等により増収となりました。

EMEA・中南米は、スペインを中心とした欧州での規模拡大及び
為替影響等により増収となりました。

６ページをご覧ください。



次に、営業利益の状況です。

公共・社会基盤及び金融は、増収により増益となりました。

法人・ソリューションは、増収及び増収に伴う稼働率の改善によ
り増益となりました。

北米は、増収に加え、事業構造改革の効果及び費用減等により増
益となりました。

EMEA・中南米は、期初に計画していたとおり、グローバルブラ
ンド統一や追加施策に伴う費用増はあるものの、増収及び稼働率
の改善を含む事業構造改革の効果等により増益となりました。

この後のスライドは、今ご説明した内容がセグメント毎に記載さ
れたものとなっておりますので、第３四半期実績に関しては以上
となります。続きまして１２ページをご覧ください。
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続いて、2022年3月期 業績予想の修正内容について

ご説明します。

１３ページをご覧ください。



第３四半期までの好調な決算や残期間での業績変動リスクの見極めを
踏まえ、通期の業績予想を記載のとおり上方修正いたします。

受注高は、EMEA・中南米や北米を中心とした増加や、為替影響を反映
し、期初予想から９００億円増の２兆２，９００億円といたします。
なお、９００億円の増分のうち、為替影響額は５１０億円となります。

売上高は、全セグメントでの増加や為替影響を反映し、期初予想から
１，８００億円増の２兆５，４００億円といたします。
こちらも、１，８００億円の増分のうち、為替影響額は５５０億円と
なります。

営業利益は、売上増による粗利益増加の反映や、海外における事業構
造改革効果も計画どおり発現する見通しであることを踏まえ、
期初予想から３５０億円増の２，１５０億円といたします。

以上により、中期経営計画の目標値である、連結売上高２．５兆円、
連結営業利益率８％については達成を見込んでいます。

続いて、セグメント毎に修正理由をご説明します。

１４ページをご覧ください。



まず、国内セグメントです。

公共・社会基盤は、中央府省向けサービスの規模拡大等を踏まえ、
全項目について上方修正いたします。

金融は、銀行向けサービスの規模拡大等を踏まえ、売上高及び営
業利益について上方修正いたします。

法人・ソリューションは、製造業向け及び流通業・サービス業向
けサービスの規模拡大等を踏まえ、全項目について上方修正いた
します。

続いて、１５ページをご覧ください。



次に、海外セグメントです。

北米は、M&A影響を含む規模拡大及び為替影響を踏まえ、全項目
について上方修正いたします。なお、EBITAマージンにつきまし
ては、M&Aによる一時的なコストを除いた調整後のEBITAマージ
ンで７％の達成をめざします。

EMEA・中南米は、スペインを中心とした欧州での規模拡大及び
為替影響を踏まえ、全項目について上方修正いたします。

業績予想の修正に関するご説明は以上となります。

続きまして、最近の主な取り組み等についてご説明します。

１６ページをご覧ください。



まず、当社の最近の取り組みとして２つの事例をご紹介します。

１７ページをご覧ください。



当社は、ゼロトラストセキュリティのコンサルティングから構築・
運用までを一気通貫でサポートするサービスを２０２１年１１月よ
り提供開始しました。

当社グループ、世界５５カ国・地域１４万人が利用するゼロトラス
ト環境を導入・運用したノウハウを活用し、戦略的パートナー企業
とともに、グローバル全体で約１，０００人のスペシャリストが
サービス提供できる体制を構築しました。

本サービスは、働く場所や端末を選ばない柔軟な働き方に合わせた
業務環境を提供するとともに、多要素認証やログ監視などの技術に
よる高セキュリティの確保、外部からのサイバー攻撃の迅速な検
出・対応・復旧を実現し、セキュリティインシデントの被害軽減に
寄与します。

続きまして、１８ページをご覧ください。



こちらは、中期経営計画の柱であるDSO（Digital Strategy 
Office）が推進する「積極投資によるオファリング創出」の事例と
なります。

年金・生命保険業界のお客様向けに提供しているグローバルデジタ
ルオファリングであるGIDPを活用し、年金及び生命保険商品を扱
う大手保険会社よりTPA（保険契約管理等のアウトソーシング）
サービスに関わる複数年の大型契約を第３四半期に締結しました。

なお、この案件が、第3四半期実績の北米セグメントでご説明した、
今期に獲得した大型案件の1つであり、当社のデジタルケイパビリ
ティや同業界向けの豊富なサービス提供実績がお客様より高く評価
されております。

最後に、１９ページをご覧ください。



こちらは、その他のトピックスとなります。

４つめについて、当社は政策保有株式見直しの一環として、株式会
社リクルートホールディングスの自己株式公開買付けに応募するこ
とを決定いたしました。

なお、現時点では売却株式数が確定していないため、公開買付け期
間が終了する３月に改めて結果をご報告いたします。

その他の内容はスライドに記載のとおりとなります。

以降は、セグメント毎のトピックや数値情報等を記載していますの
で、説明は省略いたします。
私のプレゼンテーションは以上とさせていただきます。

ありがとうございました。
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